
書式第 12号 (法第28条関係)

事 業 報 告 用

令和 5年度 事 業 報 告 書
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1 事業の成果

令和 5年度も新型コロナウイルスの問題が完全に解消しない上、都市農家の家主である高齢者との直

接折衝が困難な状態が続いたが、ホームページ・ トップで「生産緑地の指定後 30年を迎えいよいよ切迫

する都市農家を支援」を打ち出し、「生産緑地の活用方法を都市農家自ら選べる30年目の、この機会を

大切に」として、活用方法の選択肢の紹介や当研究会理事共著書「生産緑地はこう活用するQ&A」 を紹

介。生産緑地の活用希望者には相続税対策のほか、待機者問題解消のため公的補助金の活用が可能な特

別養護老人ホームや都市型軽費老人ホームヘの活用、またグループホームや待機児童問題解消のための

認可保育園への活用方法などについて、都市農家の啓蒙、個別相談などの支援活動を年初から実施して

きた。しかし、先頭に立ち活動していた専務理事が令和4年秋に死亡し、また、理事長も令和 5年 9月 に

死亡するなど、それら人的影響が極めて大きい年度となった。

生産緑地や有休宅地の活用、相続税対策など都市農家が抱える問題は多彩で、それらの解決策を求める

ニーズは今後も高いとみられ、生産緑地書籍共著者が中心となり、コロナの下火が予測される令和 6年

度は行政との協賛でセミナー等の開催の予定もあり、本格的に都市農家の支援活動を強化していく方針。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【 】千円)

(2)その他の事業

実施せず

足款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益対象者範囲
受益

対象者
人数

事業費
(千円)

生産緑地再生
事業

謝誦?鶴
対応)ホームペー

ジの運営

通年
事務所

ネット
2名

都市農家のほか、都市

農家や生産緑地に関心

があるデ ィベ ロッパ

ー、税理士、金融機関等

都 市農 家
関係 のホ
ー ム ペ ー

ジアクセ
ス者

50

生産緑地再生
事業

生産緑地制度に
ついて R5/3/7 事務所 1名

ァ ィベ ロ ッパ ーヘ の

講習会

不 動 産 デ
ィ ベ ロ ッ

パー等
17

生産緑地再生
事業

生産緑地制度の
税務

R5/9/10 事務所 1名
ァィベ ロッパーヘの

講習会

不動産デ
イ ベ ロ ツ
パー等

0

計 67千円



書式第 13号 (法第 28条関係)

令和5年度

事 業 報 告 用

活動計算書 (そ の他事業が上登場合)

活■法人 再 生

1単位 :

ヨ),(XЮ

ｍ
ｍ αЮ

受取補助金

受取利息

2

3

4

6

正会員受取会費
賛助会員受取会費

受取寄附金 (口 i経団ビジネス開発)

施設等受入評価益

事業収益
事業収益

"コ
瞑

67

14,∞Ю

17,754

2

2

d-J.-:-,

役員報酬
給料手当
退職給付費用
福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
減価償却費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

会議費
旅費交通費
施設等評価費用
滅価償却費
印刷製本費
出版物取得費 (生産鎌地の有効活用Q&ハ )

67.75`

け

-17.754A

過年度損益修正益

C D ・ ・ ・ の

-17.75`

17.754
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活助法人 部市農家再生研究会

2
1

3 の

現金預金
未収金

棚卸資産

車両運搬具
什器備品

ソフトウェア
借地権

敷金
長期貸付金
書籍 生産緑地の有効活用Q&A

ｎ
Ｕ

ｎ

】

【A】 資 産 合 計 ①+②

未払金
預り金

長期借入金
退職給付引当金

2

17,754
-17.754

17 754
-17.751

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】
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1

16 28

令和 5年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

営利活動法人 部 生

重要な会計方針
計算書類の作成は、小規模で計算書の該当項目少なく一般的な会計方式によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(2)固定資産の減価償却の方法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金 な し

(4)施設の提供等の物的サー ビスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

物的サービスなし

消費税込み

2.事 業別損益の状況

し

し

な

な

事業
事業部門計 管理部門 合計科 目

生産緑地
再生事業 事業 事業

50000 50000

０

０

０

０

０

|

社員のボランティア ０

０

０

０

０

＾
υ

36000

14000

36000
14000

36000

14000

50000 50000 50000
ｎ

〉

I I経常収益
1.受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費

人件費計
(2)そ の他経費

ホヽ へ・―プ作成費

旅費交通費
施設等評価費用
減価償却費
印刷製本費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内容 金 額 算定方法
な し

ｎ

〉

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



内 容 当期増加額 当期減少額 期末残高 備 考

ｎ

）

ハ
υ

な し

合計

4 使途等が制約された寄附金等の内訳

当法人の正味財産は0円 で従って使途が制約されていない正味財産はありません。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳
:円 )

役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費 と管理費の按分方法
事業費65%管理費35%を 目標にしているが、今年度は主たる業務の面談によるコンサルティングが行えず

低調な結果となった。

その他の事業に係 る資産の状況

なし

７

・

（
０

取 4 減 少 期末取得価額 減饉償却累計額 期末暢簿価額科

な し

ｎ

）

ｎ

〉

ｎ

）

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

|

合計

科 目 期首残高 囚 当期返済 期末残高

＾
υ

ｎ

）

ｎ

）

ｎ

〉合計

E望彊fコ■

科 目

計算書類に

計上 された
金額

内、役員と
の取引

内、近親者
及び支配法
人との取引

な し

ｎ

）

ｎ

）

ｎ

）

な し

ｎ

）

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計

□匝嚢匪□

囲巨藍五日



書式第 17号 (法第28条関係)

令和 5年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定鼻営網居D法人 ●市農家再生研究会

単位 :円

未収金

販売用寄附物品

蕎電亀

敷 金

品

現金預金
手元現金

車両運搬具
事業用車両

ソフトウェア
オペレーションシステム
文書編集ンフト

パソコン 個人使用を流用

【A】 資 農 合 計 ①+②

-1】
|

未払金

預 り

源泉徴収税

長期借入金
00銀行借入金

退■給付引当金
職員

【:

【B-1】 ■ ● 合 計 ③+④

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

λ       ́      _

4争口

『

年度年間役員名簿 J
前事業年度において役員であったことがある全■の氏名及び住所又は居所並
にこれらの者についての前事彙年度におけるコロの有着を記●した名簿)

特定非営利活動法人  部市農家再生研究会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

ビ:各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間

(該 当者のみに記入)
氏   名

1

マツハタツヨシ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年  月  日

年  月  日松畑 強

2 理事

ハラマサ ヒコ 令和5年 3月 20日

令和 5年 12月 31日

年  月  日

年  月  日原 雅彦

3 r 理事 ヽ
｀―一´フ

コムロワタル 令和5年 3月 20日

令和 5年 12月 31日

年  月  日

年  月  日小室 亘

4
′
~―

k監事 )
ヽ   /

｀ヽ _′

キヌガワロクロウ 令和5年 1月 1日

令和5年 12月 31日

年

年

月

月

日

日衣川 郎ハ

5 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年

年

月

月

日

日

6 理事・監事

年 月

月

日

年 日

年  月  日

年  月  日

7 理事・監事

年 月

月

日

日年

年

年

月

月

日

日

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日

10 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年  月  日

年 月

理 事

日



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係)

事 業 報 告 用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人_ヨ堕菫菫里」旺
=全

___

氏   名

1 松畑 強

2 原 雅彦

3 中村 優

4 衣川 六郎

5 渦澤 ―貴

6 筑前 向司

7 荒井 正和

8 井ノ富 司

9 松日 貴史

10 薔口 康六

11

12




